












































































































































































































































































































































































































































































































































































・1995 年, WTO  (世界貿易機関）が設立されグローバリ
ゼーションのさらなる進展が目指されることになった
・WTO はGATT の機能を大幅に拡大した国際機関であり，
―  103 －
・WTO 加 盟 国 は， 具 体的 に は ど の よ う
な行 為 が 禁止 さ れて い るか
・WTO 加 盟 国 は， 国 際競 争力 の 弱 い 商
品で あ っ て も完 全 自由 貿易 を受 け入 れ
な けれ ば な らない の か
・WTO に は， ど の く ら い の 国 が 加 盟 し
て いる のか
・WTO 加 盟 国 は， 無 条 件 で グ ロ ーバ リ
ゼ ー ショ ン の進 展を 支 持 して い る のだ
ろ うか
OWTO によ る グ ロ ーバ リ ゼ ー ショ ンの
推 進 に は， ど のよ うな 限界 が あ る だろ
うか
・WTO によ る グ ロ ーバ リ ゼ ー シ ョ ンの
推 進 と， 増加 の一 途 を た ど る地域 統 合
の活 動 と は， ど の程 度対 立 し， ま た，
ど の程度 共 通点 か お るの だろ う か
Ｓ： 答え る
Ｔ： 発 問 する
Ｓ 二答 え る
Ｔ： 発 問す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る








モノ の貿 易 だ けで な く， 知 的 所 有 権や サ ービ ス の分 野 に
も国 際的 な ル ー ルを 作 り， 国 際 経 済 にお い て 自由 貿易 推
進 に 伴い 生 じ る紛 争 の 解決 に多 大 な役 割 を果 たす こ と が
で き るよ う に組 織 さ れ た
・ 輸 出者 が 輸 出国 の国 内 価格 よ り 低 い価 格 で輸 出を 行 う ダ
ンピ ン グ行 為を 禁 止 し， 万 一 違反 し た場 合 に は ア ンチ ・
ダ ン ピ ン グ課税 を 徴 収 し， 自 由貿 易 を 維 持 す る役 割を 果
た して い る
・一 時的 な 国 内産 業 保 護措 置と して セ ーフ ガ ード （ 緊急 輸
入制 限 ） を 発動 す る こ とが で き， 急 激 に で はな く， 漸 進
的 に グロ ーバ リ ゼ ー ショ ンを 進 めて い く よ う配 慮 が なさ
れて い る
・2006 年 現 在, 150 を 超え る国 が加 盟 し て おり ， ま す ま す
加盟 国 が増 え る傾 向 にあ る
・ 総論 で は グロ ー バ リゼ ー ショ ン賛 成 の立 場を とっ て い る
が， 農 業 分 野 な ど各 論 にな る と， 自国 の 産業 保 護 の意 図
が隠 し き れな いで い る
・WTO に 加盟 し な が ら, EU  (ヨ ーロ ッ パ連 合 ） やNAFTA
（北 米 自 由 貿 易 協 定） な ど の 地 域統 合 に も参 加 し ， 域 内
で のFTA 交 渉 を 加速 して おり ， 結果 的 に域 外か らは そ れ
ら の国 々が 保護 貿易 を 行 って い るか のよ う に見 えて い る
・ 各国 は， 客 観的 共 通利 益 （人 類益 ） を 追 求 す るた め に は
グロ ーバ ル な自 由貿 易 を 推 進 す る必 要 が あ る こと を理 解
して い る か らWTO に加 盟 して い る のだ が， 自国 の産 業
を保 護 しつ つ ， 別 に 加盟 す る 地域 統 合 域 内 の経 済 的利 益
を伸 長 す る とい う政 策 も同 時 に取 って い る た め, WTO の
目的 が十 分 に は達 成で き ない 状況 に陥 って い る
・ 地域 統 合 の 数が 増 え， 加 盟 国 が拡 大 す れ ば す る ほど経 済
の ブロ ッ ク化 か 進 展 し， ます ま す グロ ーバ リ ズ ムの理 念
か ら離 れて い く とい う ジレ ンマ に陥 りつ つ あ る
・WTO とEU,  NAFTA など の地 域 統 合 は完 全 に対 立 す る目
的 のも と に設置 さ れて い る ので はな いか
・ 実 は共 通 の目的 部分 もあ る ので はな いか
・ 地域 統 合 が 増加 す る 理論 的 根 拠を 探 求 し な け れば 分か ら




※地 域 主義 （ リ ー ジョ ナ リズ ム） につ い
て 探 求 す る
○地 域 主義 とは， ど のよ う な考 え方 か
・ グロ ーバ リズ ムと 地域 主義 はど こが 違
う のか
・EU を 具体 的 事例 と して 探求 し よ う
・EU の前 身 はど のよ うな 地域 統合 で あっ
たか
・ECSC はど のよ う な経 緯を た ど ったか
・EC は ど のよ うな地 域 統 合か
・EC の存 在 意義 は どこ に あ ったか
・EC 域 外 か ら見 て ，EC は ど のよ う な 地
域統 合 であ っ たか
・EC がEU （ ヨ ーロ ッパ 連 合 ） に代 わっ
た1993 年 以 降， 地 域主 義 の傾向 に変
化 か見 ら れた か
・WTO の発足 など， 国 際 経済 システ ム
Ｔ： 発問 す る
Ｓ 二答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ 二指示 す る
Ｔ 二発問 す る
Ｓ 二答 え る
T:発 問 す る
S:答え る



















・ 地域 主 義 と は， 安 全 保障 共 同 体や 自 由貿 易 を 行 う共 同 市
場 の実 現を 目指 す加 盟 国 の政 策 の結 果 登場 し た 地域 統 合
の意 義を ， 理論 的 に説 明 し たも ので あ る
・ グロ ーバ リ ズ ム は全世 界 を対 象 とし て い る の に対 して，
地 域 主 義 は あ くま で そ の地 域 統合 に加 盟 して い る国 々 に
適 用 範 囲を 限定 さ せて い る点 に違 い があ る
・1952 年， 主 に西ド イツ の石 炭管理 とフ ラ ンスの鉄鋼生 産を
国 際管理 に委 ね， 西 ヨ ーロ ッパ地 域 の復興 に必要 な 資金を
確 保す る目的 で両 国が 呼び かけ フ ランス・ 西ド イツ ・イ タ
リア・ オ ランダ・ ベル ギ ー・ ル クセ ンブ ルク の６力国 が参
加 しECSC  (ヨ ーロッパ石炭 鉄鋼共 同体） が設立 された
・1958 年 ， 域内 関税 撤廃， 域 内共 通関 税， 域内 資本 自由 化，
労 働 自 由化 ， 域 内共 通 農政 を 目 的 とし たEEC （ヨ ーロ ッ
パ経 済 共 同体 ） と， 原子 力 エ ネ ル ギ ーの共 同 研 究 ・管 理
を 目 的 と す るEURATOM （ ヨ ーロ ッハ 原 子力 共 同 体 ）が 設
立 さ れ, 1967 年 にECSC と統 合 し, EC  ( ヨ ーロ ッ パ共 同
体） と して 再編 さ れ た
・ 原加 盟 国 は フ ラ ンス ・西 ド イ ツ・ イ タリ ア・ オ ラ ンダ・
ベ ル ギ ー・ ル ク セ ン ブ ル ク の ６ 力国 で あ り， そ の後 ，
1973 年 に イ ギ リ ス ・ デ ンマ ー ク・ ア イ ル ラ ンド, 1981
年 にギ リ シア, 1986 年 に スペ イ ン・ ポ ルト ガ ルが 加盟 し
12 力国体 制 で運 営 さ れた
・ECSC の 理 念 を受 け継 ぎ， 域 内 に お け る 自由 貿 易 の推 進
を図 っ た
・ 地域 主 義 の 理念 に基づ き， 加 盟国 の経 済 的利 益 の 伸長 を
図 った
・ 域内 の 経済 的利 益 を 追求 す る こ とで，EC 以 外 の国 々 や国
際経 済 全 体 か ら見 る と損 失 につ な が る 現 象が 多 く現 れ，
経済 摩 擦が 激化 し た
・EC は， 通 貨 統 合・ 政 治 統 合 を 目指 し1992 年 に マ ー スト
リ ヒト 条約 を締 結 し， 翌年 域 内 市場 統 合を 達 成 し，EU に
再編 さ れ た が， これ は む しろ 地域 主 義 を 強化 する方 向 の
政策 で あ った
・1995 年 に スウ ェ ーデ ン・ フ ィ ンラ ンド ・ オ ースト リ アが
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が グ ロ ーバ リ ゼ ー ショ ン推進 の方 向 に
進 ん で い る今 日，EU 加 盟 国 に変 化 が
見 ら れた か
・EU が 東 欧 に ま で 拡 大 し て い く こ と の
意義 は何 か
○地域主 義 に基づ くEU の拡 大 は， グロ ー
バ リゼ ー ショ ン の推進 につ な がる の だ
ろ う か
・EU 以 外 の地 域 統 合で は どう か
・地 域主 義 に基 づ く地 域 統合 を 推進 す る
こと で， 結果 的 に グロ ーバ リゼ ー ショ
ンが 推進 さ れ るよ うな 目的 を も った国
際 機 構 は存在 し な いだ ろ うか
Ｓ： 答え る
Ｔ 二発 問 す る
Ｓ： 答え る
Ｔ：発 問 す る
Ｓ： 考え る
Ｓ：答え る
Ｔ：発 問 す る
Ｓ：考え る
Ｓ：答え る






加 盟 し15 力 国 にな っ た の を皮 切 り に, 2004 年 に は東 欧
諸 国を 中心 に ポ ー ラ ンド ・チ ェ コ ・ ハ ンガ リ ー・ スロ バ
キ ア・ リト アニア・ ラト ビア ・エ ストニ ア・ スロ ベニア ・
キ プ ロ ス ・ マ ル タの10 力国 が加 盟 し ， 現 在25 力 国 体 制
で 運営 さ れて い る
・ 政 治 的 ・経 済 的 統合 によ り一 つ の ヨ ーロ ッパを 目 指 す と
い う方 向 にあ る が， そ の こ と によ っ て アメ リ カを 中 心 と
す るNAFTA に対 抗 し ヨ ーロ ッパ の 政 治 的 ・ 経 済 的 地 位
の向上 を図 ると いう 目的 が あ る
・ ヨ ーロ ッパ と い う 枠 を超 え て の拡 大 は， ト ルコ のEU 加
盟 問題 を 見 れ ば分 か るよ う に至 難 で あり, EU,  NAFTA,
東 ア ジア共 同 体 （仮 称 ） と い った 数 個 の地 域 統合 に集 約
さ れ る ところ が 限界 で はな いか
・結 局， 地 域 統合 同士 で 経 済摩 擦 を生 じ, WTO が 目指 す グ
ロ ーバ リゼ ー ショ ンの 推進 と は相 容 れな い ので はな いか
・地 域 統 合を グロ ーバ リ ゼ ーシ ョ ンの 推進 に至 る過 程 で あ
ると肯 定 的 に捉え る考 え方 に基 づ く 国際 機 構 があ れば，
地 域 主義 と グロ ーバ リ ズ ムの ジレ ンマ は解 決 で き るの で
はな いか
・先 進 国 か ら発 展 途上 国 まで， さ まざ ま な経 済 発 展段 階 に
あ る 国 々を 包 含 し た， また， 従 来 の地域 主 義 に基づ く考
え 方 で は， 到 底 同 じ経 済 圏 と は考 え ら れ ない ほど広 範 囲
に わ た る国 際 機 構 が あ れ ば よ く, APEC  ( ア ジ ア太 平 洋




※ 「開 か れ た地域 主義 」 につ い て探 求 す
る
Ｏ 「開 か れ た地域 主義 」 と は， ど のよ う
な考 え方 か
・APEC を具 体的 事 例 と して探 求 しよ う
・APEC は ど のよ うな国 際 機構 な のか
・APEC の加 盟 国・地 域 はどの よう になっ
て いる のか
・APEC の基 本 原則 はど のよ うな も のか
・APEC はなぜ，「‾開 かれ た地 域主 義」
を 標榜 す るこ とが で き たの か
・ 経 済圏 が ア ジ ア太平 洋 地域 とは 異 なる
ア メ リカ 合 衆 国 は， な ぜAPEC に参 加
して い る のか
・ 設 立 後, APEC は ど の よ う な経 緯 を た
ど って い るか
・ ボ ゴ ール宣 言 の意 義 は何 か
・APEC 域 外か ら 見て, APEC はど の よう
な地 域 統 合で あ るか
OAPEC 域 内 で は 厂開 か れ た地 域 主 義」
の理 念 は共 有 さ れて い るか
Ｔ 二発明 す る
Ｓ 二答 え る
Ｔ： 指示 す る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ 二発 問す る
Ｓ 二答 え る
Ｔ 二発 問す る
Ｓ 二答 え る
Ｔ： 発 問す る












・ 地域 統 合 を， 国 際 経 済 シ ステ ム全 体 に お け る自 由貿 易 実
現 に至 る 過程 で あ る と肯 定 的 に位 置 づ け， 域 内 で 締結 さ
れ たFTA を 域 外 へ も広 げ てい き， 究極 的 に は グロ ーバ リ
ズ ムの 目的 の達 成を 目 指 す との考 え方 で あ る
・ ア ジ ア・ 太平 洋 地 域 にお い て 「 開か れ た 地域 主 義」 を 目
指し, 1989 年 に設 立 され た国 際機 構 で あ る
・ASEAN （ 東南 ア ジ ア諸 国連 合 ） 諸 国 とNAFTA 諸 国 ， さ
ら にロ シア ・中 国 ・ 日本 ・ 韓 国 ・台 湾 ・ チ リ・ ペ ル ー・
オ ー スト ラ リ ア・ ニ ュ ー ジ ーラ ンド ・ パプ ア ニュ ーギ ニ
アな ど が加 盟 して い る
・　匚開 かれ た 地域 主 義」， 厂多 角 的 自由 貿 易 体制 の推 進 ・強
化 」， 厂wTO 原 則 と の整 合」，「 ア ジ ア太平 洋 地 域 の多徐 甌
へ の配 慮」，F‾コ ンセ ンサ ス主 義」 を 掲 げて い る
・ ア ジ ア太 平 洋地 域 に おい て は， 多 国 籍 企業 の進 出， 市 場
の拡 大 と い っ た行 為 が， 政 府 より 先 行 し て民 間 主 導で 行
わ れて い た た め各 国 の経 済 的利 益 の伸長 とい う 目 的が ，
他地 域 と比 べ相 対 的 に小 さか っ た ため と考 え られ る
・1989 年 の ベ ーカ ー国 務長 官 の演説 以 降， ア ジア太 平 洋地
域 と の貿易 の拡 大 は， ア メ リカ に とっ て も利 益 に な る と
判断 し た ため, APEC 参 加を 決 断 した
・1992 年 に は， シンガ ポ ー ル にAPEC 事 務 局を 設 置 す る こ
とを 決 定 し, 1993 年 に は アメ リ カ のイ ニ シア チブ で， シ
アト ルに お いて 初 の非 公 式首 脳会 議 が 開 催さ れ， 以 後 首
脳レ ベ ルで の対 話 が定 例化 して い る
・1994 年 に は ボゴ ー ル宣 言 が採 択さ れ， 域 内 の貿 易 ・投 資
の 自 由化 を 先 進 国 につ いて は2010 年 ， 途 上 国 につ い て
は2020 年 まで に達 成 す ると いう 目 標が 定 め られ た
・APEc 域 内 の多 様 性 に 配 慮 し， 自 由 化 の 期 限 を先 進 国 と
途上 国 で ず ら し た上 で， あ くまで 完 全 自 由化 を 達 成 して
い こう とい う 強い 決意 を 読 み取 るこ とが で き る
・ 「 開 か れ た地域 主 義 」 が実 行 さ れ る と域 外 の国 々 も貿 易
自由 化 の恩 恵 に与 れ る た め注視 はして い る が， 現状 はAP
Ec 域 内 の地域 主 義 に基 づ く自 由化 を 進 めて い る段 階で あ
り， 過 度 の期待 は抱 いて い ない
・ASEAN, オ ースト ラ リア など は 匚開 か れた地 域 主義 」 を
理念 通 り 実 行 し グロ ーバ リ ズ ムにつ な げ て い きた い と考
え て い る
・ アメ リカ は新 自由 主 義 の考 え 方 に基 づ き， 厂開 か れ た地
域主 義 」 を 総 論 で は 支持 して い る が， そ れ はAPEC に参
加 す るこ と で市 場 規 模が 拡 大 し， 自国 が 規模 の利 益 に与




























Ｔ： 発問 す る
Ｓ 二考 え る
・　厂WTO 原則 との 整 合」 と いう, APEC 設 立 当 初 の基 本 原
則 を 維 持 し続 ける 限り ， グロ ー バ リゼ ー シ ョ ンの推 進 に
貢 献 で きる だろ う
・2005 年 に東 ア ジア共同 体構 築 のた め第1 回東 ア ジア サ ミッ
ト が 開 催 さ れた 事 例か ら考え ら れる よ う に，「地 域 主義 」
の考 え方 は根 強 く, APEC はASEAN 十3 とNAFTA とい っ
た， 細 分化 さ れた 地域 統 合 が乱 立 す る よ う にな る ので は
な い か
・今 後 のAPEC の活 動を 注 視し て お く必要 が あ る
（vi）資料の出典
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